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7月米小売売上高 市場予想を下回る 飲食サービスは好調
経済活動の再開が進むも、感染拡大で消費への慎重姿勢も
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図表１：2ヵ月ぶりの減少となるも高水準

小売売上高とは？
百貨店やスーパーなどの小売・サービス業の月間売上高について、サンプル調査をベースにした景
気関連の経済指標（耐久財と非耐久財に大別）。消費者が商品購入にどれだけお金を使ったかが分
かる。個人消費はGDP（国内総生産）の中でも大きな割合を占めることが多いため、個人消費のト
レンドや景気の良し悪しを判断するためにも重要視される。

感染拡大で消費への慎重姿勢もうかがえる
外出自粛や政府による現金給付により増加した
家計貯蓄を取り崩し、消費する動きは一巡しつ
つあるようです。なお、消費者の購買意欲を示
すミシガン大学消費者信頼感指数（1966年＝
100）は、8月にはおよそ10年ぶりの低水準とな
り、耐久財の購入時期に関する調査からも、消
費者の慎重姿勢がうかがえました（図表2）。
経済活動の再開が進む一方、感染力が強いとさ
れるデルタ株による感染拡大への懸念などから、
消費者の慎重姿勢が続くとみられ、今後の消費
は緩やかになることが予想されます。

小売売上高は2ヵ月ぶりに低下となるも高水準
米商務省が17日発表した2021年7月の全米の小
売売上高（季節調整済み）は前月比1.1％減の
6,177億ドルとなりました。市場予想の同0.3％
減を大幅に下回ったものの、引き続き新型コロナ
ウイルス感染拡大前の水準を大幅に上回っていま
す（図表１）。全米の各州において、これまで感
染防止策として講じられていた飲食店等の営業時
間の短縮や、店内客数の規制が緩和されたことか
ら、飲食サービスを中心に実店舗への来店客数が
増加しているようです。
内訳では、ワクチン接種の普及による経済活動
再開の広がりから、小売売上高に含まれる唯一の
サービス業である飲食サービスが同1.7％増の
722億ドルとなりました。一方、世界的な半導体
の供給ひっ迫による生産量の減少や在庫不足など
から、自動車販売が同3.9減の1,267億ドルとな
りました。

図表２：耐久財＊の購入に慎重な姿勢が見られる

※ミシガン大学消費者信頼感指数と調査回答（「 耐久財の購入に良
い時期」との回答の割合）の推移
＊家具、大型家電、自動車など
出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジ
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※米小売売上高の推移
データ期間：2019年7月～2021年7月（月次）
出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジ
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※消費者信頼感指数は左軸、
データ期間：2019年7月～2021年8月（月次）

その他は右軸を参照
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